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新旧対照表 

平成２５年５月 

宇宙航空研究開発機構 

１．新旧対照表中の条項番号は、標準契約書（請負）のものを使用。 

標準契約書（請負）に該当する条文がない場合には、それぞれ該当する契約書・約款の条項番号を使用。 

 

現行規定 改訂規定 

（制度調査） 

第２７条  

制度調査とは、見積書等が原価計算方式に基づき作成されている場合に、

見積書等及び経費率調査のために提出又は提示された資料（以下「経費率

調査資料」という。）の適正性を乙（下請業者を含む。以下第３３条まで

同じ。）の会計制度等の面から確認するために、甲（会計士等を含む。）が、

乙の原価計算制度及び見積手順・手法その他原価計算方式に関連する事項

を調査することをいう。 

 

 

 

 

 

２ 制度調査は、原則として甲（会計士等を含む。）が乙の営業所若しくは

工場・事業場その他個別契約の目的物に関わる事業場に立ち入ることによ

り実施する。 

 

 

 

 

（制度調査への協力） 

第２８条 乙は、制度調査について、あらかじめ甲から通知を受けた場合に

は、これに協力しなければならない。 

２ 甲は、制度調査に際しては、あらかじめ日時、場所等調査を行う上での

必要事項を乙に文書により通知する。 

３ 乙が正当な理由なく制度調査を拒んだときは、甲は、乙をその後の指名

（制度調査） 

第２７条 甲は、必要と認めたときは、事前に通知することなく、乙に対す

る制度調査を行うことができる。本契約において制度調査とは、見積書等

が原価計算方式に基づき作成されている場合に、見積書等又は経費率調査

のために提出又は提示された資料（以下「経費率調査資料」という。）の

適正性を乙（下請業者を含む。以下第３３条まで同じ。）の会計制度等の

面から確認するために、甲（会計士等を含む。）が行う、以下の項目に関

する調査をいう。 

（１） 会社概要、会計単位（本社、工場又は事業所等関係箇所）概要 

（２） 社内規程類（制度調査に関連するもの） 

（３） 原価計算制度及び見積方法その他原価計算方式に関連する内部統

制の整備及び運用の状況 

（４） その他制度調査目的上必要な項目 

２ 甲は、前項に定める制度調査の目的のために必要な範囲で、乙に対し、

その業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求め、また、乙の本

社、工場又は事業所等関係箇所に立ち入り、関係者に質問し、乙の帳簿、

書類その他の物件を検査することができる。 

３ 甲は、立入検査において、乙の法令遵守及び内部統制の担当者その他甲

が必要と認める乙の関係者の立会いを求めることができる。 

 

（制度調査への協力） 

第２８条 乙は、制度調査について、これに協力しなければならない。 

 

２ 甲（会計士等を含む。）は、制度調査を行う旨の甲の書面及び身分証明

書を携帯し、乙の求めに応じて乙の関係者に提示するものとする。 

３ 乙が正当な理由なく制度調査を拒んだときは、甲は、乙をその後の契約
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競争又は随意契約の相手方としないことができる。 

 

（制度調査の項目） 

第２９条 制度調査の項目は以下のとおりとし、乙は、調査項目に関して甲

（会計士等を含む。）が必要と認める資料を提出又は提示しなければなら

ない。 

（１） 会社概要、会計単位（工場・事業場）概要 

（２） 社内規程類（制度調査に関連するもの） 

（３） 原価計算制度及び見積手順・手法その他原価計算方式に関連する

内部統制の整備及び運用の状況 

（４） その他制度調査目的上必要な項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特別調査） 

第３０条 特別調査とは、見積書等及び経費率調査資料の真偽若しくはその

実際原価を確認する必要がある場合、又は個別契約に基づいて生じた損害

賠償､ 違約金その他金銭債権の保全若しくはその額の算定等の適正を図

るため必要がある場合に､甲（会計士等を含む。）が、乙に対し､ その業務

若しくは資産の状況に関して質問し､ 帳簿書類その他の物件を調査し､

参考となるべき報告、資料の提出若しくは提示を求め､ 又は乙の営業所若

しくは工場・事業場その他個別契約の目的物に関わる事業場に立ち入るこ

とにより実施する。 

 

 

 

相手方としないことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（関係資料の保存） 

第２９条 乙は、個別契約に関して実際原価を確認する必要がある場合に備

え、作業報告書、出勤簿及び給与支払明細書その他関連資料に相当する帳

票類（電子データを含む。）については、本契約に係る事業場を単位とし

て、本契約に係る全ての代金の支払が完了した日の属する年度の翌年度の

４月１日から起算して１年間は保存するものとする。なお、乙の原価計算

規則等により、これらの帳簿類を作成することとされていないときは、こ

の限りではない。 

２ 甲は、必要がある場合には前項に規定する資料を確認できる。 
 

（特別調査） 

第３０条 甲は、必要と認めたときは、乙に事前に通知することなく、乙に

対する特別調査を行うことができる。本契約において特別調査とは、見積

書等又は経費率調査資料の真偽若しくはその実際原価を確認する必要が

ある場合、又は個別契約に基づいて生じた損害賠償､ 違約金その他金銭債

権の保全若しくはその額の算定等の適正を図るため必要がある場合に､甲

（会計士等を含む。）が行う調査をいう。 

２ 甲は、前項に定める特別調査の目的のために必要な範囲で、乙に対し、

その業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求め、また、乙の本

社、工場又は事業所等関係箇所に立ち入り、関係者に質問し、乙の帳簿、

書類その他の物件を検査することができる。 

３ 甲は、立入検査において、乙の法令遵守及び内部統制の担当者その他甲
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（特別調査への協力） 

第３１条 乙は､ 特別調査に協力しなければならない｡ 

２ 甲は、特別調査の実施に際しては、乙に対して、特別調査を実施する旨

文書により通知する。 

 

 

 

（虚偽の見積書等に対する違約金） 

第３２条 見積書等及び経費率調査資料が虚偽の資料であることを甲が確

認したときは､乙は、見積書等及び経費率調査資料作成時点の適正な情報

に基づき計算される金額と個別契約金額との差額と同一の額を違約金と

して甲に支払わなければならない｡ 

 

但し､ 乙が過失により事実と異なる見積書等及び経費率調査資料を提出

し又は提示したときはこの限りでない｡  

２ 前項の違約金の支払いは､ 損害賠償義務又は不当利得返還義務の存否

及び範囲に影響を及ぼさない｡ 

 

 

が必要と認める乙の関係者の立会いを求めることができる。 

 

（特別調査への協力） 

第３１条 乙は､ 特別調査に協力しなければならない｡ 

２ 甲（会計士等を含む。）は、特別調査を行う旨の甲の書面及び身分証明

書を携帯し、乙の求めに応じて乙の関係者に提示するものとする。 

３ 乙が正当な理由なく特別調査を拒んだときは、甲は、乙をその後の契約

相手方としないことができる。 

 

（虚偽の見積書等に対する違約金） 

第３２条 乙が甲に対して虚偽の見積書等及び経費率調査資料を提出し、そ

れによって契約履行後甲に過払いが生じた時点で､乙は、見積書等及び経

費率調査資料作成時点の適正な情報に基づき計算される金額と個別契約

に定める契約金額との差額の二倍の額を違約金として甲に支払わなけれ

ばならない｡ 

但し､乙による虚偽の資料の提出が乙の故意又は重過失に基づくものでな

い場合は、この限りでない｡  

２ 前項の違約金の支払いは､ 損害賠償義務又は不当利得返還義務の存否

及び範囲に影響を及ぼさない｡ 

３ 乙が故意または重過失により虚偽の資料を提出した場合、甲は、乙をそ

の後の契約相手方としないことができる。 

 


